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皆様、自治体においては、財政が逼迫している中で ICT に必要な投資が一向に削減できないばかりか、増

加している自治体も少なくないのではないでしょうか。既存システムの維持管理だけでも多くの投資が求められ

ていることに加えて、今後導入が予定されているマイナンバー制度の対応をはじめ、国の施策への対応など、

情報化投資の削減は非常に難しい状況にあります。 

一方で、地域の生活においても、情報化技術の活用が進んでいます。ツイッターやフェイスブックに代表され

るようなソーシャルメディアの活用、スマート・コミュニティと呼ばれる情報通信技術を活用した地域のエネルギ

ーマネジメントシステムの導入、教育現場の効率化や質の向上を目的とした情報通信技術の活用など、地域

全体として情報化にどう取り組むべきかという視点も重要になっています。 

このような状況の中で、国の施策や他自治体の有効な取り組みなどを良く理解することは、無駄なＩＴ投資を

回避するだけではなく、効果的・効率的に庁内システムの最適化を進めることができると弊社では考えていま

す。 

そこで今般、「自治体における ICT 利活用の最適化術」について、弊社から情報提供及び提言をさせていた

だき、ご参加の皆さまとともに検討する場としてワークショップを開催することと致しました。 

つきましては、下記の要領でワークショップを開催いたしますので、是非とも多くの自治体の皆様にご参加い

ただき、今後の参考にしていただければと存じます。 

 

【開 催 概 要】 

ワークショップ開催のお知らせ 
 

「自治体における ICT 利活用の最適化術」 
 

国のＩＣＴ施策へ考慮したＩＣＴ利活用が検討できていますか？ 

ＩＴ投資に係る経費削減に向けた十分な対応ができていますか？ 

＜東京会場＞ 

日 時 ： 平成 24 年 10 月 26 日(金) 14:00～17:00（13:30 受付開始） 

 場 所 ：  日本総研 東京本社 13 階会議室（東京都品川区東五反田 2-18-1、地図①） 

＜大阪会場＞ 

日 時  ： 平成 24 年 11 月 01 日(木) 14:00～17:00（13:30 受付開始） 

場 所 ： 日本総研 大阪本社 17 階会議室（大阪府大阪市西区土佐堀 2-2-4、地図②）） 

※両会場とも同様の内容で開催いたします。ご都合の良い会場にご参加ください。 

主 催 ： 株式会社日本総合研究所 

対 象 ： 情報政策関連部署、財政関連部署等の地方自治体職員の方（民間不可） 

定 員 ： 各会場 最大 40 名（先着順。定員になり次第締め切ります） 

参加費 ： 無 料（事前登録制） 

申込方法： 弊社のホームページからお申込みください。 

       URL：http://www.jri.co.jp/seminar/121026_397/detail/ 
       ホームページからお申込いただいた後、事務局から確認メールを送付致します。 

申込締切 ： 平成 24 年 10 月 19 日(金)まで 

         ※締切以降の申込につきましては会場都合等によりご参加いただけない場合がございま

すのでご了承ください。 



【プログラム】 

 

14:00 挨拶                         日本総研 公共コンサルティング部 部長 近藤修申 

 

14:05 【トピック１】 自治体を取り巻く情報化の動向                   日本総研 香川裕一 

情報化に関して自治体が直面している課題を整理するとともに、外部リソースの活用、システムの共同化など、その解決の方

向性を示す。また、環境、教育、防災など、今後地域全体として取り組むべき情報化施策についても、その方向性を示す。 

 

14:35 【トピック２】 マイナンバー制度の導入と自治体への影響   日本総研 矢野聡 

「マイナンバー」とはどのような制度なのか、住民サービスや自治体の業務がどのように変わるのか、「マイナンバー」の意義に

ついて示す。また、2 年後の平成 26 年 10 月からマイナンバーの付番が始まるという差し迫ったスケジュールの中、自治体として

何を準備しなければならないのか、どのようなシステム改修が発生するのかを具体的に示す。 

 

15:35             休憩（５分） 

 

15:40 【トピック３】 IT ガバナンス強化方策（ＩＴ経費削減のためのポイント） 日本総研 山田敦弘 

これまでの弊社の経験や考え方に基づいて、「IT ガバナンスを高めるために取り組むべき事項は何か」、また、その中でも、即

効的に目に見えて効果のある「IT 経費削減をどのように取り組めば良いか」について、そのポイントを具体的に示す。 

 

16:40 質疑、意見交換（インタラクティブ・ディスカッション） 

 

17:00 閉会 

 
地図① 東京オフィス    地図② 大阪オフィス 

  

 

 
【お問い合わせ先】 

株式会社日本総合研究所  

総合研究部門 担当：香川、桜井 

TEL：03-6833-1053 FAX：03-6833-9480  

Mail：kagawa.y@jri.co.jp 


